











































2015年国勢調査・対 2010年人口増減 －0.4％ －0.2％ －0.3％
2015年国勢調査・人口密度 512人/km2 1,115人/km2 5,602人/km2





第 1次（2015年国勢調査）  4.0  3.7  0.5
第 2次（2015年国勢調査） 34.4 22.1 24.4
第 3次（2015年国勢調査） 61.6 74.2 75.1
2016年度決算・財政力指数 0.89 0.75 0.84
※  2015年国勢調査・全国結果・表 3-1（e-stat: https://www.e-stat.go.jp/）と平成 28年度決算カード（総




現在の期数 3期目 1期目 3期目
自治体職員経験 無 無 有
教員経験 無 無 無
教育長
現在，就任何年目 8年目 4年目 1年目
自治体職員経験 有 有 有
教育委員会の職員経験 有 有 無
教員経験 有 無 無
回答者
自治体職員経験年数 13年目 25年目 21年目
教育委員会所属経験年数 2年目 1年目 6年目
財務関連部局経験 有 有 有
合併前の所属自治体の規模は 2番目 1番目 1番目
※調査結果より作成。
49教育委員会の予算編成に関する研究（江口）
で人口密度をみると C市が最も人口密度が高く，B市が C市の約 5分の 1，A市は約 10分の 1である。
産業構造でみれば，B市と C市は似ており，A市は他の 2市に比して第 2次産業の割合が高いのが特
徴的である。
















首長が承認の予算編成方針が財務部局より示される。 9月頃 8月末頃 10月頃
財務関係部局から予算要求枠（シーリング等）が提示さ
れる。 提示なし 11月頃 10月頃
教育委員会内の担当ごとに予算案を作成する。 10月頃 9月頃 10月頃
教育委員会全体の予算案の取りまとめ。 10月頃 ― 10月頃
教育委員会内の予算とりまとめ担当と各担当の間でヒア
リングや交渉が行われる。 10月頃 ― 8月・10月
全体予算担当部局と教育委員会の間で，ヒアリングや交









自治体全体の予算案が確定する。 2月頃 2月頃 1月頃


























成）が採用されている。 いいえ 一部適用 一部適用
総合計画などをベースにした予算編成が行われている。 はい はい どちらともいえない







































首長の意向 ◎ ○ ○
首長の選挙公約・マニフェスト ◎ ○ ○
教育長の意向 ◎ △ ○
財務部局の考え方 △ △ ○
国の法令 ◎ ◎ ◎
文部科学省の政策 ○ ◎ △
総合教育会議の意見 ○ △ △
自治体の教育振興基本計画・プラン ○ ○ ○
自治体の総合計画や財政計画等の全体計画 ○ ○ ○
前年度までの行政・政策評価の結果 ○ △ ○
隣接自治体の動向 ○ ○ △
都道府県教育委員会の動向 ○ △ ▲
議会での審議や議員からの声 ○ △ ○








































隣接する自治体の動向 ○ ○ ○
他都道府県の同規模自治体の動向 ○ ◎ ○
同都道府県内の同規模自治体の動向 ○ △ △
都道府県庁所在自治体の動向 ○ ○ ○
他都道府県の先進自治体の動向 ○ ○ ○
同都道府県内の先進自治体の動向 ○ ○ ○
文部科学省の意向 ○ ○ ◎
都道府県教育委員会の動向 ○ ○ ▲
首長の意向 ○ ◎ ○
教育長の意向 ○ ◎ ◎
総合教育会議での意見 ○ ○ ◎
有識者の意見 ○ ○ △
自治体議員からの要望 ○ ○ ○
地元選出の国会議員の意向 ○ ○ △
校長会からの要望 ○ ○ ○
PTAをはじめとする保護者からの要望 ○ ○ ○
現場の教員からの声 ○ ○ ○
地元紙等の報道による情報 ○ ○ ○
※調査結果より作成。








たことがある。 △ ○ ○
義務教育関連予算で必要性が高いのに予算
















を表 8にまとめた。先にみたように 3市の財政力指数（３）は 0.75から 0.89であり，大きく異なる感は
ない。しかし，財政調整基金（４）の標準財政規模（５）に比しての割合をみると A市は 8.5％，B市は 1.9％
で2015年度末と2016年度末の残高を比較すると約20億円減，C市は1.0％で残高は微増である。なお，










標準財政規模 1,784.55億円 1,950.04億円 1,879.10億円
財政調整基金残高 151.68億円 36.11億円 18.16億円
　対標準財政規模の基金残高比率  8.5％   1.9％  1.0％
健全化判断比率：実質公債費比率  8.4％  11.1％  5.7％




民生費 34.4％  33.4％ 48.5％
土木費 15.5％  19.8％ 13.9％
教育費 11.9％   9.6％  8.5％
※ 平成 28年度決算カード（総務省 HP：http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/card.html）より
作成。（最終確認日 2019年 1月 21日）
55教育委員会の予算編成に関する研究（江口）
いては 37.9％であり，10年間で市の歳出に占める割合が約 10.6ポイント増加していることがわかる。
10年間で歳出規模も 2,908億円から 3,498億円へ約 590億円増加し，標準財政規模も 1,702億円から
1,879億円へ約 177億円増加しているが，民生費は 1,102億円から 1,697億円へ約 595億円の増加であ
り，歳出の増加分や標準財政規模の増加分を超えて民生費が増加している。
なお，他の 2市の 2007年度と 2016年を比較すると，A市は民生費の割合は 22.8％から 34.4％へ


























































































　⑾ 平成 19年度決算カード（総務省 HP：http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/card.html）により確認。最終
確認日 2019年 1月 21日。
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